
立川市第４次学校教育振興基本計画施策体系 【資料４】

取組項目

広報活動の推進（情報
発信）

教育情報誌「たっち」
発行

「立川の教育」発行

教育行政の推進
教育に関する事務の管
理及び執行の状況の点
検及び評価の実施

持続可能な環境の整備
標準規模より学級数が少ない小・中学校において、教育的視点や地域特
性を踏まえた学校教育のあり方を検討します。

学校施設の標準規模・
適正配置の検討

小・中学校における太
陽光発電及び蓄電池の
設置

小・中学校の建替えや中規模改修を実施する際には、太陽光発電設備を
設置するとともに蓄電池と組み合わせ、災害時等の非常用電源として活
用します。

災害時等の非常電源の
確保

太陽光発電設備の設置 蓄電池の設置

学校施設維持管理

学校施設営繕

二小等複合施設整備 五中建替 三中建替

三小等複合施設整備

4 教育ICT環境の整備 教育環境の充実

学校間ネットワーク・校務支援システム及びタブレットＰＣの安定的な
環境を整備します。また、現在使用している校務系、学習系システムを
学校のICT環境整備をトータルに考え、より効率的なシステムへ再構築
し、保守業者と連携して端末を適切に維持管理するとともに、ヘルプデ
スクの円滑な運用やICT支援員の活用など、教員の支援を行うことで全て
の子どもたちの学びを保障できるICT環境整備を目指します。

ICT環境整備
ネットワーク環境の改
善

校務系、学習系システ
ムの再構築

学校情報セキュリティ
ポリシーの改訂

義務教育の保障
義務教育を受けさせる機会を均等に確保するため、経済的理由によって
就学困難と認められる児童・生徒の保護者に対する必要な援助の実施
や、宿泊を伴う学校行事における保護者の負担軽減に取り組みます。

教育費の援助 就学援助
学校教育費父母負担軽
減補助金

通学路合同点検 通学路等安全推進会議 防犯ブザーの貸与

地域安全マップの作成 防犯カメラの管理 ＧＰＳ端末の購入助成

児童・生徒保健衛生 児童・生徒の健康管理

学校や医療機関と連携
した健康管理の推進

歯と口の健康啓発 学校保健会報の発行

教員研修の充実
職層や経験等に応じた
教員研修

授業改善に資する教員
研修

基本的な知識・技能の
習得

東京ベーシックドリル
を活用した基礎的・基
本的内容の習得

授業改善の推進
少人数習熟度別指導を
生かした指導の充実

小学校教科担任制の推
進による授業の質の向
上

ICT機器等を活用した授
業改善

健康教育の推進
学校の特色を生かした
体力向上に資する取組
の推進

医療機関と連携した健
康教育の推進

安全教育の推進

人権教育の推進
学校における人権教育
の推進

道徳教育の推進
児童・生徒が自らの成
長を見通し、自己決定
する機会の設定

いじめの未然防止・早
期発見・早期対応

いじめ防止等の対策や
解決に向けた関係機関
等との連携

SOSの出し方に関する教
育の推進

国際理解とコミュニ
ケーション能力の向上

読書活動の充実
学校図書館支援指導員
の配置

その他関係部署との連
携

スクールソーシャル
ワーカーを活用した支
援

不登校対応教員の加配
教育支援センターの充
実

デジタルを活用した支
援の充実

校内別室支援の充実
スクールカウンセラー
等の専門性を生かした
相談体制の充実

幼保小中連携の推進

安全・安心の確保

学校への適切な支援 様々な困難を抱える児童・生徒に対し、多面的な支援を行います。 学校教育の支援 学校支援員の配置
外国語指導助手
（ALT）・通訳協力員の
配置

学校図書館支援指導員
の配置

地域の教育資源の活用
部活動支援員・部活動
外部指導員の配置

民間事業者等の屋内
プール施設を活用した
水泳事業の実施

社会の教育資源の活用 校外学習等の調整

コミュニティ・スクー
ルの充実

地域学校協働本部
大学・研究機関との連
携

学校支援ボランティア
の活用

主体的にまちに関わる
児童・生徒の育成

立川市民科の充実
キャリア教育　立川
夢・未来ノート

職場体験学習の充実

情報発信
開かれた学校づくりの
推進

学校公開・授業公開 学校評価

教員の人事育成 研修制度の活用 昇任選考の意識啓発

教員の適正配置 教員定期異動 教員の公募 時間講師配置

教職員の意識改革
時間外在校等時間の把
握

人事考課等による啓発

人的支援の活用
スクール・サポート・
スタッフ配置事業

学校マネジメント強化
事業

エデュケーション・ア
シスタント配置事業

【学務課】
教職員保健衛生

教職員の健康管理

子どもたちの心身の健やかな成長に向けたサポートの充実を図ります。
誰一人取り残さないき
め細かな教育の充実

通学路の安全・安心登下校時の安全確保
登下校時の安全確保に向け、交通安全と防犯対策の推進に取り組みま
す。

確かな学力の育成

豊かな心の育成

基本方針 基本施策

1
総合的な教育行政の企
画と推進

2
学校施設環境の維持管
理と充実

学力・体力の向上

豊かな心を育む教育の
推進

2※
【教育総務課】
学校施設環境の充実

3
学校施設の計画的な建
替え

6

3

児童・生徒の保健衛生
の推進

【学務課】
学校教育環境の充実

5
就学の機会と安全安心
の確保

【指導課】
学校教育の充実

7

8

10

4

9

地域や社会の状況を視野に入れ、よりよい学校教育を通じてよりよい社
会を創るために、地域の人的・物的資源を活用し、学校・家庭・地域が
連携した教育を推進します。また、より一層のネットワーク型学校経営
システムの構築を図り、児童・生徒が主体的にまちに関わり、貢献しよ
うとする意欲を高める事業を展開します。

業務の効率化や指導体制の充実を進めることにより、教職員が心身とも
に健康で、やりがいをもって生き生きと働ける環境づくりを進めます。

教職員の適正配置

円滑な教育活動の支援

地域・社会の教育資源
の活用

学校・家庭・地域の連
携

学校における働き方改
革等の推進

主な事業

優れた教員の配置
本市の教育理念を理解し、これからの教育を担う優れた人材を育成する
とともに、公募制度等を活用して適正な人員配置を行います。

学校施設の建替え
老朽化した学校の計画
的な更新

前期施設整備計画及び前期施設整備計画整備順序方針に基づき、老朽化
した学校を計画的に建替えます。

健やかな体の育成
学校におけるスポーツとの多様なかかわり方を含めた健康教育を推進す
るとともに、危険を予測し回避する能力や、社会の安全に貢献できる資
質・能力の向上を図ります。

不登校児童・生徒への
支援

コミュニティ・スクー
ルと地域学校協働本部
の一体的な推進

健康な体づくり
養護教諭や学校医等と連携し、児童・生徒の健康の保持増進及び基本的
な生活習慣の確立を図ります。

施策の展開

教育施策の推進
新たな教育ニーズに対応したさまざまな教育施策を企画立案し、学校教
育と社会教育を有機的に結びつけた総合的な取組を推進します。

地域や事業者と連携を検討し、段階的に実施していきます。また、校外
学習や宿泊行事等が円滑に進むよう、関係機関・関係団体と調整を図り
ます。

良好な学校施設

施設・整備の日常点検を実施し、児童・生徒が安全で快適な学校生活を
送れるよう適正な維持管理に努めます。また、危険個所や不具合がある
場合は、緊急修繕を行うとともに教育上支障が生じることがないよう
に、施設・設備の修繕を実施します。

1
【教育総務課】
教育行政の推進

児童・生徒一人ひとりの学習の進度や興味・関心、発達段階等に応じた
学びを実現するとともに、主体的・対話的で深い学びの視点からの授業
改善を推進します。

他者を思いやり、自他の生命や人権を尊重する教育を推進します。



取組項目基本方針 基本施策 主な事業施策の展開

5
【教育支援課】
特別支援教育の推進

効率的な事業運営
事業モニタリングの実
施

市政アドバイザーの活
用

西調理場の管理運営 事業手法の検討 民間活力の活用
市政アドバイザーの活
用

学校給食費無償化の実
施

小学校給食費の無償化
の実施

中学校給食費の無償化
の検討

国・都補助制度の活用

適切な徴収管理の推進
教職員分給食費の徴収
管理

衛生的かつ良質な食材
料の調達

公正・公平な入札の実
施

地元農産物の使用拡大 食材料規格の適正化

衛生管理の徹底
栄養士による確認・指
導

薬剤師会や保健所との
連携

手づくり給食の推進 献立の工夫
児童・生徒アンケート
の実施

給食調査の実施

食物アレルギー対応の
充実

アレルギー面談の実施 実施手順等の改正 教員研修の実施

食育指導の支援 給食時間の学校訪問
社会科見学・職場体験
の受入れ

栄養士や地元農家と連
携した食育支援指導

情報発信の強化 インスタグラムの充実
給食だよりや各種ポス
ター等の提供

試食会・イベントの開
催

※基本方針２「学校施設環境の充実」について、今後の組織改正により所管する部署が市長部局へ移管する可能性があります。

6
【学校給食課】
学校給食の提供と食育
の充実

14

15

食育支援の推進

小・中学校９年間を見通した計画的な食育を推進するため、共同調理場
における「食に関する指導の全体計画」に基づき、各校の「食に関する
指導の計画」と連携しながら、小・中学校における食育の充実を支援し
ます。また、保護者等への学校給食に係る情報発信を強化します。

安全で安心な給食提供
の推進

衛生的かつ良質な食材料を円滑に調達し、調理工程及び配送・配膳時の
衛生管理を徹底することで、国の基準を満たす安全で安心な栄養バラン
スのとれた給食を安定的に提供し、児童・生徒の健康増進を図るととも
に、食中毒事故の防止を徹底します。また、立川市学校給食における食
物アレルギー対応方針に基づき、関係者の情報共有と調理から配膳まで
の各工程での確認を徹底することで、食物アレルギーのある児童・生徒
に安全で安心な給食を提供します。

PFI手法により整備した２つの共同調理場において、民間企業の資金・ノ
ウハウ等を活用した効率的な事業運営を図ります。また、令和９年度末
で現在のPFI事業契約が終了する西調理場について、新たな事業契約を適
切に締結し、全ての小・中学校に安全・安心な給食を安定的に提供しま
す。

学校給食費の徴収管理
国や都の補助制度の動向を注視しながら給食費の無償化を実施します。
また、教職員等の給食費については、公会計において適切に徴収管理を
実施します。

東西調理場の管理運営

学校給食事業の適切な
運営

安全で安心な給食の提
供と食育の充実

立川市第４次特別支援教育実施計画策定検討委員会で検討


